
市民の安全安心を守り、市民が集い、協働のための庁舎

登別市総務部DX推進室・本庁舎整備推進室



本市では、令和８年度の市役所本庁舎竣工に向け、さまざまな検討を進めています。

令和３年度には、「新庁舎建設に係るＩＣＴ利活用に関するサウンディング（対話）

型市場調査」と題し、皆さまから多くのアイデアをいただき、検討の素材とさせていた

だくことで、昨年度、新たな本庁舎の基本設計がまとまりました。

本庁舎建設について、ある程度の形が見えてきたこの段階で改めて多くの事業者様か

らのアイデアを頂戴したいと考え情報提供を依頼させていただきたいと思います。

なお、本依頼においては、次ページ移行でお伝えする市の考え方のすべてをカバーす

る必要は無く、１分野の内容であっても、ぜひご協議するお時間をいただけると幸甚で

す。



登別市本庁舎建設基本設計 基本設計書より
https://www.city.noboribetsu.lg.jp/docs/2023032900061/

６つの基本方針

１．海と山を感じる公園と一体となった庁舎

２．市民の新しい居場所となる庁舎

３．将来を見据えた機能的で使いやすい庁舎

４．快適で健康的な執務環境

５．登別の気候風土にふさわしい庁舎

６．防災機能に優れた安全安心な庁舎



登別市DX推進計画 基本計画より
https://www.city.noboribetsu.lg.jp/docs/2022032400021/

デジタルで「住みよいまちへ」、
「働きやすい市役所へ」

【基本方針】

Ⅰ．ＩＣＴ利活用による市民サービスの向上

Ⅱ．地域情報化のさらなる推進

Ⅲ．行政内部の情報化の加速



【基本方針Ⅰ】 ICT利活用による市民サービスの向上

（１）電子申請の促進
マイナンバーを利用する申請は「ぴったりサービス」、その他の申請は「LoGoフォーム」を活用している。
申請管理システムも、基幹システムへの反映機能以外は導入済

（２）公共施設の予約システムの導入
レゼルバ社のクラウドサービスを導入している

（３）キャッシュレス決済の導入
住民票窓口（支所を含む）、税証明担当窓口の証明書発行手数料向けに導入した

（４）マイナンバーカードの普及促進
マイナンバー申請支援システムは未導入だが、申請率は順調に推移している（現時点での申請率○○％）



【基本方針Ⅰ】 ICT利活用による市民サービスの向上

（５）市公式ウェブサイト、SNSによる情報発信の見直し
市公式WebサイトはJIS X 8341-3:2016の適合レベルAAに準拠、またKANAMETOの導入し、LINEのよる情報発信を強化した

（６）総合窓口の設置の検討
KCB社の窓口支援システムを導入した、現状は市民窓口の諸証明のみの対応だが令和５年中にお悔やみなどライフイベント
に応じた受付体制を整える予定

（７）ICT-BCPの策定
市職員での作成を予定している、現時点で素案まで作成しており最終調整を行う



【基本方針Ⅱ】 地域情報化のさらなる推進

（１）図書館サービスの充実
図書館システムは３市で共同運営しており、大きな問題は無い。また電子図書館をすでに導入している
職員対応によりデジタルアーカイブの拡充に務めている

（２）ＩＣＴを活用した教育の推進
児童にはChromebookの配布し、無線ＬＡＮ環境を構築した、今後は教師等の人材育成に努める

（３）校務支援システムの導入
Ｈａｒｐ社が提供する校務支援システムを導入した

（４）ワーケーションの推進
地域の高等教育機関と連携し、ワーケーション環境を構築、職員のテレワーク環境についてはＪ－ＬＩＳが提供するＬＧ
ＷＡＮ-ＡＳＰサービスを利用しているため、令和6年度に向けては次期製品の導入が必要となる



【基本方針Ⅱ】 地域情報化のさらなる推進

（５）SNS等を活用したまちの魅力発信
市公式として、Facebook、LINE、Youtubeを利用している、LINEはKANAMETOを導入しセグメント配信等を実現している
観光交流センターなど個別施設の魅力発信に課題があると認識している

（６）デジタルデバイド対策
スマホ教室を開催し、デジタルデバイド対策に努めている

（７）オープンデータの利用促進
国の推奨データセット（基本編）を対象に公開している



【基本方針Ⅲ】 行政内部の情報化の加速

（１）庁内事務の電子決裁化
電子決裁システム導入した（文書管理、庶務事務、財務会計）

（２）ペーパーレスの推進
職員PCのノート化、LGWANの無線LAN化、会議・市議会議案のデジタル化など
既存文書を職員対応でデジタル化中（スキャナーによるPDF化）
固定資産資料（土地台帳・家屋台帳）及び道路台帳をデジタル化する

（３）契約事務の効率化・電子入札制度の導入検討
導入に向け検討を進めている

（４）ICTを有効活用したBPRの推進
担当グループに伴走しながらBPRを支援するため令和５年度から委託事業を発注する



【基本方針Ⅲ】 行政内部の情報化の加速

（５）リモート会議環境の整備・活用
リモート会議機材及びZOOMライセンスの導入した
LAN環境でのWeb会議のため、オンプレミスでのWeb会議環境を構築した

（６）庁内ネットワークの無線化
LGWAN環境の無線LAN化を対応した

（７）職員のテレワーク環境の整備及びモバイルワークの検討
J-LISが提供するLGWAN-ASPサービスを利用中、テレワークが庁内に定着するものの令和６年度以降のテレワーク環境の検
討が必要
モバイルワークに向け庁内の一部グループにおいてフリーアドレスによる勤務を実証中

（８）チャットツールの整備
一部職員にLoGoチャットアカウントを配布し、職員間のコミュニケーションについて検証中



【基本方針Ⅲ】 行政内部の情報化の加速

（９）自治体情報システムの標準化・共通化
西いぶり広域連合を中心に検討中

（10）EBPM導入の検討
デジタル活用の視点ではGIS導入により対応を予定している

（11）セキュリティの確保
セキュリティを確保した上でβ’モデルへの移行を検討中

（12）クラウド利用の推進
令和５年度中にHP社のSureClickを導入予定、Webベースでのクラウド利用を推進する

（13）デジタル人材の確保
外部の専門人材として、２名をデジタルフェローとして委嘱し、アドバイスをいただいている



ＩＣＴ

ペーパ

レス

事務の

改善

窓口の

改善

これまでの取組の一部を体系的にお知らせします。

どこでも執務できる環境整備ペーパレス

•ノートパソコン整備の加速化とネットワークの無線ＬＡＮ化

•電子決裁システムの導入によるペーパレス化の深化

•J-LISテレワークシステムの活用

•内線電話のスマートフォン化

待たせない、書かせない窓口への模索窓口の改善

•窓口支援システムの導入

•らくらく窓口証明書交付サービスの導入

省力化、事務改善による新しい働き方事務の改善

•統合型ＧＩＳの導入

•音声認識によるテープ起こし支援

•電子申請の活用



ペーパレス

事務の改善窓口の改善

・文書管理・庶務事務・財務会計システムの電子

決裁導入

・在宅勤務時においても意思決定が可能に

・さらなるペーパーレス化の進展

・電子データにより検索が容易に

・内線電話をスマートフォンに変更

・庁内外関わらずどこでも連絡可能な

環境を実現

・被災時等の安否確認など新たなコ

ミュニケーションプラットフォームに

・各職員へのノートパソコン整備を加速する

・ＬＧＷＡＮ系の一部を無線ＬＡＮ化

・業務端末をLGWAN系からインターネット接

続系に移行を検討

・自宅PCからインターネット経由でのテレワーク

を目指す（実証実験への応募）

庁内パソコン 自宅パソコン

・北見市が事業者と共同で開発した「窓口

支援システム」を導入し、書かない窓口、待

ち時間の少ない窓口を目指す。

・音声収録ワイヤレスマイクシステムを導入し、

事務負担の大きいテープ起こしの軽減を図る

・マイナンバー利用事務は「ぴったりサービ

ス」で、その他のイベント募集等において

は「ＬｏＧｏフォーム」を活用し電子申

請を受ける。



ドキュメント
・紙文書のスキャン

・デジタル文書の可用性
・紙申請のデジタル化
・紙台帳のデジタル化
・ドキュメント出力の最適化

働き方
・ＡＢＷの推進
・テレワーク環境の構築
・職員のデジタル機器環境
・デジタル活用マインドの醸成

ファシリティ/セキュリティ
・市民と職員の動線分離
・入退室・監視カメラの運用
・デジタルサイネージの運用
・会議室の環境整備

コミュニケーション
・会議のあり方
・チャットによるコミュニケーション
・音声コミュニケーションの最適化

ネットワーク
・β’への移行
・クラウドバイデフォルト

安全安心
・防災ソリューション
・災害対策本部のあり方

提案の対象は本庁舎建設に資するもの、本市のデジタル化、ＤＸの推進に資するものであれば対象を制限し
ませんので、本市にとっての新たな気づきをいただけると幸いです。
一方で提案を検討する上での参考として、本市が検討しているテーマについて例示します。

子育て支援
・教育ＤＸの推進
・成人までの包括的な子育て支援



・一部の執務室でフリーアドレスを実証実験
・職員の在籍確認に課題がある
・テレワーク環境の再構築が必要
・職員のデバイス環境は１５インチノートＰＣ
・正職員全員にスマホを貸与
・市長からデジタルファーストを表明しデジタル活用マインドを醸成する

検討の方向性
・どこでも働ける環境づくり
・新たなネットワーク環境と融合したテレワーク環境
・ペーパーレスをさらに進める上でのデジタルデバイス
・ペーパレス環境での手書きニーズ
・ビジネス用モバイルバッテリーを活用した、どこでも働ける環境づくり
・座席管理システムの導入検討
・正職員全員に貸与しているスマホの更なる利活用
・デジタル活用マインドをどのように高めていくのか

現状

検討の一例



・現庁舎では執務エリアまで来庁者が入室できる
・現庁舎では機械警備と夜警員でセキュリティを担保
・現庁舎は会議室が足りず、狭隘
・少人数でのＷｅｂ会議など会議室のニーズがマッチしていない

検討の方向性
・職員と来庁者の動線を分離する
・監視カメラ設置の可能性
・デジタルサイネージの活用による利便性の高
い庁舎
・デジタルサイネージを活用した広告料収入
・会議室の環境の整備と鍵の管理
（市民ロビーや一部の会議室は、夜間、土日

等も含めて市民にも開放することを検討）

・現庁舎エリアのフォローアップ
・職員の入退室管理（勤怠管理との連携）
・マイナンバーカードを活用した本人認証
・フレキシブルに利用できる議場と音響
・モバイル機器の保管、充電環境
・総合受付での番号発券機等による窓口担当職員
のスマートな呼び出しのしくみ

現状

検討の一例



・三層分離はαモデル
・基幹業務のセグメントはＦａｔ端末で運用
・ＬＧＷＡＮ環境は無線ＬＡＮ
・インターネット閲覧環境はクライアントでコンテナを生成する仮想ブラウザ
・市内公共施設は自営の光ファイバーで接続

検討の方向性
・β’モデルへの移行を検討
・ＰＣ１台体制に向け、基幹業務環境の仮想化を検討
・β’移行後のクラウド活用の方向性
・自営光ファイバーの民間回線移行の検討
・テレワーク、モバイルワーク環境の構築
・安定した無線ＬＡＮ環境の構築
・適切なクライアント管理
・ネットワーク機器の簡便な運用管理

現状

検討の一例



・面前で長時間の会議が多い傾向がある
・チャットを活用した執務の実証している
・内線電話をスマートフォンに置換え活用している
・市民からの問い合わせに混乱が生じないよう、スマホ化以降もダイヤルインは継続している
・ダイヤルインは卓上電話で受電しているがフリーアドレスと相性が悪い
・書かない窓口によるワンストップ窓口の推進に向けた窓口支援システムの導入
・外部とのＷｅｂ会議は当たり前に変わりつつある

検討の方向性
・デジタルを活用しながら、新しい会議のあり方を検討し、会議室を使わない会議の方向性を模索

・新たな会議室に備えるべき機能
・Ｗｅｂ会議環境の構築
・コミュニケーションの効率性を考え、チャット活用に切り替えを模索
・クラウドＰＢＸの導入に向けた具体的な検討

・ワンストップ窓口の確立に向けた、番号発券機（総合受付）と連動した職員の窓口
呼び出しツールの検討

・フリーアドレス制の下での最適なコミュニケーションの促進

現状

検討の一例



・電子決裁導入前の紙起案をＰＤＦに変換している
・電子申請メニューの拡充している
・紙を用いた台帳が散見される
・各グループ１台の割合でモノクロレーザープリンターを設置している
・複合機を各フロア１台設置している
・ＦＡＸが数台現存している
・納付書など専用用紙への印刷環境が手元に必要

検討の方向性
・ペーパーレスのさらなる推進
・電子データへの手書きニーズへの対応
・デジタル化文書の利便性を向上させる
・各種台帳のデジタルへ移行
・OCR活用の可能性
・紙出力やスキャナーを複合機に集約すること
による、配置レイアウト等の検討

・納付書など、特殊帳票も含めたドキュメント
出力の最適化

・大型ディスプレイ（電子黒板）の導入
・セルフレジ導入による効率化

・ＷＥＢレター等の活用の可能性

現状

検討の一例



・災害対策本部は有事の際、会議室を転用
・被災者管理システムは未整備
・J-Alertは、メール、ライン、屋外スピーカ、コミュニティＦＭへの割り込みで対応
・被災時のタイムラインはホワイトボード対応
・統合型ＧＩＳ（ＷｅｂＧＩＳ）を導入予定
・災害ボランティアの対応を行う登別市社会福祉協議会を支援

検討の方向性
・被災者管理システムの導入
・被災時の情報収集手段の拡充
・被災時のきめ細やかな情報発信
・災害対策本部の機能拡充（大型ディスプレイや各種ダッシュボードなど）
・安全安心を確保する本庁舎機能
・職員の安否確認
・災害ボランティア管理システムの導入

現状

検討の一例



・生徒児童への１人１台ＰＣの整備（Chromebook）
・不登校の児童・生徒に関する適応指導教室の実施（新庁舎には学習支援室を整備）
・一部教科のデジタル教材の導入
・保育所のＩＣＴ化（CoDMONの導入）
・放課後児童クラブや児童館へのインターネット環境整備

検討の方向性
・子育て支援エリアとデジタル活用の有機的な連動
・子育て支援につながる情報発信のあり方について
・安心して子どもを生み育てられるまちとなるための機能
・不登校の児童・生徒に対するタブレットパソコンを活用したオンライン学習支援
・デジタル教材のさらなる利活用等による教育ＤＸの推進

現状

検討の一例


